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 本研究グループは，2019 年度研究大会（2019 年 8 月 31 日，法政大学市ヶ谷

キャンパス）において最終報告を行った。当初，IFRS の強制適用に踏み切った

海外主要諸国における制度的対応および実態に関する国際比較研究のみの実施

を構想していたが，2 年間の研究活動を通じて，当初の計画を上回る研究成果を

得た。具体的な研究成果は，以下の三点である。 

 第一に，IFRS の強制適用に関する実証研究について網羅的なサーベイを行っ

た（(1) 財務報告の質および比較可能性，(2) 資本市場への影響，(3) 受託責任

および契約関係）。第二に，IFRS を強制適用する国々等を対象として，IFRS の

強制適用前・後に生じた事実を主に定性的に明らかにした（IASB，ドイツ，フ

ランス，英国，オーストラリア，カナダ，マレーシア，韓国）。第三に，IFRS を

任意適用する日本企業を対象として実証分析を行い，日本における IFRS の任意

適用に関する学術的証拠を提示した。 

 会計基準の選択は一国の経済を揺るがしかねない重要な問題であるだけに，直

感によるのではなく，証拠ベースの議論が不可欠である。本研究の主眼は IFRS
の適用のあり方を規範的に議論するのではなく，IFRS の適用を通じて観察され

る事実を，研究者の立場からできるかぎり中立的かつ網羅的に記述し，政策当事

者の議論に資する証拠を提示しようとしたものである。 

要  旨 
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Ⅰ はじめに 

 日本社会において国際財務報告基準（IFRS）
のプレゼンスが，一段と高まっている。わが国

では，毎年 5 月上旬に年次決算発表が集中的に

行われるが，その際，IFRS に基づく決算情報

を発表する企業が増えている。現在，上場企業

の約 200 社は IFRS の適用に踏み切っており，

その中にはわが国を代表する有名企業が多く

含まれている。したがって，今や IFRS は会計

の専門家のみならず，広く上場企業の決算に関

心を寄せる人々にとってかなり身近な存在に

なりつつあるといえよう。 

ただし，IFRS の適用をめぐっては会計制度

の観点からは検討すべき重要な課題が残され

ている。現在，上場企業は，日本基準，IFRS，
米国基準および修正国際基準（JMIS）という

四つの会計基準の中から適用すべき基準を選

択することができる。IFRS の適用が拡大しつ

つある中，日本の上場企業は，「自国基準とし

ての日本基準を適用する企業群」と「グローバ

ル基準としての IFRS を適用する企業群」に二

分される傾向が強まっている。こうした状況

下，財務諸表利用者は，同一の証券市場に上場

する日本企業を分析するために，日本基準およ

び IFRSが適用された財務諸表の双方を理解で

きなければならない。この点は，国内外の財務

諸表利用者に対して一定のコストを強いるも

のである。 

日本政府は IFRSの適用を拡大する方針をと

ってきているが，今後，わが国の会計制度上に

IFRS をどのように位置づけていくのかについ

て明確な将来ビジョンが提示されない状態が

続いている。IFRS の適用が拡大した後，全上

場企業に対して IFRS を強制適用するか，それ

とも，現状のように自国基準とグローバル基準

との併用には上記のコストを考慮してもなお

経済合理性を有するものなのかどうか。これら

の点について，わが国の会計制度の構築の観点

から慎重に議論を深めていく必要がある。 

本研究グループの最終報告書は，以上の状況

を問題意識に据えながら IFRSの適用をめぐる

制度設計に資する「証拠」を提供することを意

図して実施した研究の成果である。研究者の役

割の一つは，実施された政策の有効性やコス

ト・ベネフィット等を検証し，政策当事者に対

して科学的な基礎を提供する点にある。近年，

証拠に基づく政策立案（Evidence Based Policy 
Making：EBPM）が重視されているように，

独立的な立場から学問的に裏打ちされた証拠

を発信するという研究者の役割は，従来にも増

して大きくなっていると考えられる。 

会計基準の選択は一国の経済を揺るがしか

ねない重要な問題であるだけに，直感によるの

ではなく，証拠ベースの議論が不可欠である。

本研究の主眼は IFRSの適用のあり方を規範的

ないしは「べき論」で議論するのではなく，

IFRS の適用を通じて観察される事実を，研究

者の立場からできるかぎり中立的かつ網羅的

に記述し，政策当事者の議論に資する証拠を提

示しようとする点にある。 

 

Ⅱ 本研究の目的と方法 

日本企業による IFRSの任意適用が拡大して

いる。2014 年に日本政府が「日本再興戦略」

において IFRSの任意適用拡大の方針を表明し

て以来，同任意適用企業は着実に増加し，現在，

大規模企業を中心に約 200社が IFRSの適用に

踏み切り，同企業群の時価総額は日本市場の約

1/3 を占めるに至っている。 

IFRS の任意適用の拡大は当面の政策であ

り，今後，IFRS の強制適用を視野に入れてい

くのか，あるいは，自国基準とグローバル基準
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の適用を併用していくのか等について関連す

る証拠を踏まえながら政策当事者を中心に議

論が深められていくことが期待される。 

わが国における IFRSの適用をめぐる議論に

資する学術的証拠を提示するために，本研究

は，実際に IFRS の適用が行われた二つの局面

を観察対象とし，そこで観察される事実ベース

の証拠を提供する。 

第一は，欧州連合（European Union：EU）

等における IFRS の強制適用のケースである。

EU では 2005 年に同強制適用に踏み切り，す

でに 15 年に及ぶ強制適用の経験が蓄積されて

いる。この経験は，わが国における IFRS の適

用の検討に対しても有益なインプリケーショ

ンをもつはずである。以上の強制適用国におけ

る経験に対して，本研究では二つの視角からア

プローチし，事実を多角的に把握する。まず，

EU 等については，強制適用に先立つ任意適用

の期間をも含めて，すでに多くの研究者が主に

アーカイバル・データに基づく計量的な実証分

析に着手し，学術的証拠を見出している。本研

究では，最初に IFRS の強制適用国を対象とす

る実証研究を網羅的にサーベイし，すでに明ら

かにされている学術的証拠を把握する。 

ただし，計量的な実証研究には大量のサンプ

ルに基づく量的データにより一般化可能な事

実を客観的に把握できるという長所があるが，

当該研究方法は制度や実態を詳しく調べるの

には適していない。わが国における IFRS の検

討に際しては強制適用に踏み切った各国にお

いて，実際に適用後どのような課題が顕在化

し，どのような制度的な対応が図られたかなど

を詳しく把握することも重要である。このた

め，IFRS の強制適用に踏み切った海外主要諸

国を対象として，各国の会計およびディスクロ

ージャー制度の特徴を踏まえつつ，IFRS の強

制適用前・後を通じてどのような制度上の対応

が図られたか，また，どのような課題が顕在化

したのかについて，以下の点を中心に質的に調

査する。 

 

IFRS 強制適用国等に対する主な調査項目 

（1）IFRS の強制適用の背景と経緯 

IFRS の強制適用に踏み切った背景と経

緯は何か。 

（2）財務報告制度 

（2-1）強制適用前 

財務諸表の主たる目的は何か（投資

者保護・債権者保護の重要度，主たる

資金調達システム），どのような財務報

告制度（会計，開示および監査制度）

をとっているか。 

（2-2）強制適用時のおける制度変更 

自国基準（Local-GAAP）と IFRS に

はどの程度差異があったか（どの程度，

会計処理の変更を伴ったか）。また，

IFRS（＝会計基準）が導入されただけ

か，それとも財務報告制度の変更を伴

ったか否か。 

（3）IFRS の強制適用後の制度変更および実

態 

IFRS の強制適用後，何らかの制度変更を

行ったか，企業実務等実態面において効果

や課題は観察されるか。 

 

第二の観察対象は，日本における IFRS の任

意適用である。本研究がわが国における IFRS
の適用に関する議論に資する証拠の提示を目

的とする以上，海外主要諸国における状況を把

握するだけでは不十分であり，わが国特有の文

脈を十分に踏まえつつ，わが国における IFRS
の適用を通じて，いかなる事実が顕在化したか

を把握することは欠かせないと考える。 

わが国においては，IFRS をめぐって制度お
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よび実務上の議論はかなり行われてきたが，学

術ベースの証拠は圧倒的に不足していると認

識している。したがって，本研究は IFRS の任

意適用企業を対象として重要な論点について

実証分析を行うことにより，わが国における

IFRS の任意適用にかかる学術的な証拠の提示

をも試みるものである。 

 

Ⅲ 最終報告書 

最終報告書の構成は，以下のとおりである。 

 

はしがき 

 

第 1 章 研究の目的と構成 
 

第 1 部 IFRS の適用に関する学術研究のサー

ベイ 

第 2 章 財務報告の質および比較可能性 

第 3 章 資本市場への効果 

第 4 章 受託責任，債務契約 

 

第 2 部 IFRS 適用下のエンフォースメント 

第 5 章 国際会計基準審議会（IASB） 

第 6 章 欧州連合（EU） 

第 7 章 ドイツ 

第 8 章 フランス 

第 9 章 英国 

第 10 章 オーストラリア 

第 11 章 カナダ 

第 12 章 マレーシア 

第 13 章 韓国 

 

第 3 部 日本における IFRS の任意適用に関す

る証拠 

第 14 章 日本における IFRS の任意適用が会

計数値に与える影響― 初度適用の調

整表に基づく調査― 

第 15 章 IFRS の任意適用が財務報告の質に

及ぼす影響 

 

「第 1 部 IFRS の適用に関する学術研究の

サーベイ」は，EU 諸国をはじめ海外における

IFRS の適用の効果等を検証した実証研究，と

くにアーカイバル・データに基づく実証分析に

ついて網羅的なサーベイを行っている。取り扱

われている主題は，①IFRS の任意・強制適用

により財務報告の質や比較可能性は向上した

のか，②同適用により資本コストの低減や流動

性の向上等，資本市場において一定の効果が発

現しているのか，さらには③IFRS の適用は受

託責任および債務契約等に対して，どのような

効果を及ぼしているのか，という三点である。

自国基準からグローバル基準としての IFRSに

変更する主たる理由は，IFRS の適用は財務報

告の質と比較可能性を高めるためと指摘され

る。このため，IFRS の適用は財務報告の質や

比較可能性を本当に高めるのか，さらにそれら

を前提として資本コストの低減や流動性の向

上等が IFRSへの移行に伴い観察されるかとい

う点に多くの研究者が注目してきた。以上は，

会計の情報提供機能ないしは意思決定支援機

能に焦点を当てたものであるが，受託責任およ

び債務契約等への効果を検証した研究群につ

いても研究の数は少ないが，一定程度実施され

ているので，これらの研究についてもサーベイ

を行った。 

「第 2 部 IFRS の強制適用下のエンフォー

スメント」では，2005 年以降に IFRS の強制

適用に踏み切った，海外主要諸国および関連す

る規制機関において，IFRS の強制適用前・後

を通じてどのような制度上の対応が図られた

か，また，どのような課題が顕在化したのかに

ついて主に定性的に調査を行っている。規制機
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関として IASB，および，EU を取り上げると

ともに，IFRS の強制適用に踏み切った海外主

要諸国として，ドイツ，フランス（以上，EU
諸国におけるケース），英国，オーストラリア，

カナダ（以上，英語圏諸国におけるケース），

マレーシア（新興経済国における IFRS 強制適

用のケース），および，韓国（アジアにおける

IFRS 強制適用のケース）を対象として，前節

に示した事項を調査した。 

最後に，「第 3 部 日本における IFRS の任

意適用」では，二つの研究を行っている。まず，

IFRS の初度適用に伴い，どのような要因によ

り会計数値がどのように変化しているのかに

ついて詳しく調査している。日本基準と IFRS
の認識・測定レベルの差異については，規定の

相違点について検討されてきているが，厳密な 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

証拠ベースの議論は十分に行われてきたとは

いえない。本研究では IFRS への変更は会計数

値に具体的にどの程度のインパクトをもって

いるのかについて学術的証拠を提供する。 

第二に，IFRS の任意適用に伴い財務報告の

質にどのような効果が発現するかを調査して

いる。海外主要諸国においては IFRS の適用に

伴い，財務報告制度やそれらのエンフォースメ

ントが有意に向上しているケースが少なくな

いが，わが国の財務報告制度やエンフォースメ

ントは現状においても決して低い水準にある

とはいえないという特徴がある。こうした日本

特有の文脈の下で，IFRS の任意適用により財

務報告の質に対して何らかの効果が生じるの

か否かについての証拠を提示した。 

 




